
 

 

 

は じ め に 

 

 

 

近年、少子高齢化や核家族化の進展、地域のつながり

の希薄化などにより、子育てをめぐる家庭や地域の状況

は大きく変化しています。また、女性の社会進出の拡大

により、仕事と子育てを両立できる環境整備の充実が求

められています。 

このような中、平成 27年 4月から「質の高い幼児期

の学校教育、保育の総合的な提供」、「保育の量的拡大・

確保、教育・保育の質的改善」、「地域の子ども・子育て

支援の充実」を目指す『子ども・子育て支援新制度』がはじまり５年が経過しました。

また国は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う幼児教育の重要性から、幼児教育の負担

軽減を図る総合的な少子化対策として、令和元年 10月から「幼児教育・保育の無償化」

をスタートさせています。 

本町では、更なる子育て支援の充実に向け、これまでの子育て支援事業の実施状況や

評価を行い、「大間町第２期子ども・子育て支援事業計画」を策定しました。策定にあた

り、基本理念「おおまの自然の中で のびのび育児による 次代の親づくり」はそのま

ま継承しながら、将来を担う子どもたちが健やかに成長でき、地域の人々に見守られな

がら親が安心して子どもを生み育てられ、仕事と家庭を両立しながら子育ての楽しさや

喜びを実感できるまちを目指して事業を推進してまいります。 

本計画の推進には、すべての子育て家庭をはじめ、子どもの育ちを見守る地域の方や

子どもに関わるすべての方のご理解・ご協力が重要と考えます。子どもの未来が明るく

実りある社会となるよう、なお一層のご支援、ご協力を賜りますようお願い申し上げま

す。 

最後に、子ども・子育て会議の委員の皆様、アンケート調査への協力や計画案にご意

見をいただきました町民の皆様ならびに関係各位に対し、心から御礼申し上げます。 

 

令和２年３月 

大間町長 金澤 満春 
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第１章 計画策定にあたって 

１ 計画策定の背景と趣旨 

わが国では、地域における子育て支援や教育環境の整備、子育てと仕事の両立の支援

など、幅広い観点から次世代育成支援の充実を図るため、平成24年８月に「子ども・子

育て関連３法」を制定し、それを受けて大間町（以降「本町」という。）では「大間町子

ども・子育て支援事業計画（第１期）」（以降「第１期計画」という。）を策定、これに取

り組んできました。 

しかし、少子化の進行に歯止めをかけるには至らず、子育てと仕事を両立できる雇用環

境の整備も一定程度の改善は進みましたが、必ずしも十分ではない状況となっています。 

さらに、子どもの貧困問題が表面化したことで、国は平成29年６月に「子育て安心プ

ラン」を公表し、幼児期の教育及び保育の重要性に鑑み、子ども・子育て支援法の一部

を改正した「子育てのための施設等利用給付」を創設し、利用者負担を無償化する等の

措置を講じることで、子育てを行う家庭の経済的負担の軽減を始めとする総合的な少子

化対策を推進していくことになりました。 

これを踏まえて、本町では、第１期計画の施策・事業の進捗評価等を行うとともに、

子ども・子育て支援の事業量の見直しを行いました。さらに、「第二期市町村子ども・子

育て支援事業計画における『量の見込み』の算出等の考え方」に準じ、平成30年12月

に実施した利用者のアンケート結果を踏まえながら、子ども・子育て支援に係る現在の

利用状況や潜在的な利用ニーズを含めた利用希望等を見直しました。その上で「子ども・

子育て会議」等での議論を通して、町内における教育・保育や地域子ども・子育て支援

事業の量の見込み等を勘案した、保育の受け皿の拡大や保育の質の確保などの提供体制

の充実を盛り込んだ「大間町第２期子ども・子育て支援事業計画」（以降「本計画」とい

う。）を策定しました。 

本計画では、「幼児教育・保育の無償化」等の少子化対策を確実に実施できるよう、次

世代育成支援対策推進法による関連する諸制度の施策と連携しながら、町内に居住する

障害、疾病、虐待、貧困、家族の状況その他の事情により社会的な支援の必要性が高い

子どもやその家族を含め、すべての子どもに対し、「子どもの最善の利益」が実現できる

事業展開を図り、身近な地域において質の高い教育・保育及び地域子ども・子育て支援

事業を計画的に推進し実施することとしました。 
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２ 計画の位置づけ 

本計画は、「子ども・子育て支援法」第61条第１項に基づく計画として、国の定めた

基本指針に即して、策定するものです。 

また、平成26年４月に改正次世代育成支援対策推進法が成立し法の有効期限が10年

間延長されたため、これまで町が取り組んできた「次世代育成支援行動計画」も踏まえ

ながら、子ども・子育て支援に係る様々な分野の施策を総合的・一体的に進めるため、

既存計画との整合性を図って推進していきます。 

３ 他計画との関係 

本計画を策定するにあたっては、上位計画である「大間町総合計画」のもと、関連す

る「大間町地域福祉計画」「大間町障害福祉計画・障害児福祉計画」「大間町障害者計画」

「健康おおま２１計画（第２次）」「大間町自殺対策計画」との整合性を図るよう努めま

した。 

■ 他計画との連携 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

大間町 

総合計画 

各種事業 

大間町 

第２期 

子ども・子育て 

支援事業計画 

◇大間町地域福祉計画 

◇大間町障害福祉計画・ 

障害児福祉計画 

◇大間町障害者計画 

◇健康おおま２１計画 

（第２次） 

◇大間町自殺対策計画 

国 

◇子ども・子育て関連３法 

◇少子化社会対策基本法 

◇次世代育成支援対策推進法 

◇児童福祉法 

青森県 

◇子ども・子育て支援事業計画 

◇健やか親子２１ 

◇母子及び寡婦自立促進計画 

◇障害者計画 
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４ 計画期間 

本計画の期間は、法に基づき令和２年度から令和６年度までの５年間とし、令和元年

度に策定しました。 

■ 計画期間 

平成 27 
年度 

平成 28 
年度 

平成 29 
年度 

平成 30 
年度 

令和元 
年度 

令和２ 
年度 

令和３ 
年度 

令和４ 
年度 

令和５ 
年度 

令和６ 
年度 

大間町子ども・子育て支援事業計画（第１期）      

     大間町第２期子ども・子育て支援事業計画 

 

５ 制度改正等のポイント 

（１）子ども・子育て支援法の改正 

平成30年４月１日施行の「子ども・子育て支援法一部改正」により、保育の需要の

増大等に対応するため、一般事業主から徴収する拠出金の率の上限を引き上げるとと

もに、当該拠出金を子どものための教育・保育給付の費用の一部に充てることとする

等の措置を講じました。 

令和元年５月10日には「子ども・子育て支援法の一部を改正する法律」が成立した

ことにより、総合的な少子化対策を推進する一環として、子育てを行う家庭の経済的

負担の軽減を図るため、市町村の確認を受けた幼児期の教育・保育等を行う施設等の

利用に関する給付制度の創設等の措置を講じることとなりました。 

① 幼児教育・保育の無償化 

令和元年10月より、３歳から５歳までのすべての子どもに加えて０歳から２歳まで

の住民税非課税世帯の子どもに対して、幼稚園・保育所・認定こども園や認可外施設

においても費用の無償化を実施すること。 

② 放課後児童クラブの受け皿拡大 

女性の就業率の上昇等による共働き家庭の「小１の壁」「待機児童」解消を目指した

新たな目標に向け、放課後児童クラブのさらなる受け皿拡大などの事業整備を行うと

ともに、子どもの自主性、社会性のより一層の向上を図りながら子どもの健全な育成

を目的とする放課後児童クラブの役割を徹底すること。 
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③ 広域調整の促進による待機児童の解消 

待機児童の解消に向けた対策として、市町村間で利用者を広域調整するために都道

府県が協議会の設置のまとめ役となり、関係する市町村や保育事業者が参加しながら

広域での待機児童解消を目指すこと。 

（２）基本指針の改正に係る留意事項 

制度の施行状況や関連施策の動向を反映させるため、以下の４点が追加されました。 

① 幼児教育アドバイザーの配置・確保 

幼児教育・保育の質の向上に資するよう、市町村は教育・保育に関する専門性を有

する指導主事・幼児教育アドバイザーの配置・確保等に努めること。 

② 幼稚園や保育を必要とする幼児の預かり保育の利用希望への対応 

幼稚園の利用希望又は保育を必要とする幼児の預かり保育の利用希望に対応できる

よう、市町村等は適切に量を見込み、確保の内容についても公立幼稚園の入園対象年

齢の引下げ等も含め検討すること。 

③ 外国につながる幼児への支援・配慮 

国際化の進展に伴って外国につながる幼児の増加が見込まれることを踏まえ、幼児

が円滑な教育・保育等の利用ができるよう、市町村等は保護者及び教育・保育施設等

に対し必要な支援を行うこと。 

④ 地域子ども・子育て支援事業の見込量等 

・子育て短期支援事業の量の見込みは、ニーズ調査の結果に加え、市町村における児

童虐待相談等から、本事業の活用が想定される数を算出し、量の見込みに加えるな

ど適切な補正を行うこと。 

・利用者支援事業の見込みは、地域子育て支援拠点事業における量の見込みや、子育

て世代包括支援センターの設置を見据えた見込みとなるよう留意すること。 

・放課後児童健全育成事業の見込みは、可能な限り学年ごとに量の見込みを算出する

こと。 

（３）児童福祉法改正による社会的養育に関する抜本的な改正 

平成28年６月の改正によって、すべての児童が健全に育成されるよう、児童虐待に

ついて発生予防から自立支援まで一連の対策強化を図るため、母子健康包括支援セン

ターの設置、市町村や児童相談所の体制の強化、里親委託の推進等を講じることとな

りました。また、平成30年７月に示された「児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総

合対策」に基づき、すべての子どもが地域でのつながりを持ち、虐待予防のための早

期対応から発生時の迅速な対応、虐待を受けた子どもの自立支援等に至るまで、切れ

目ない支援を受けられる体制の構築を目指すこととなりました。  
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６ 計画の策定体制と住民意見の反映 

学識経験者、関係団体代表などから構成される「大間町子ども・子育て会議」を設置

し、計画策定に向けて事業のあり方や事業ニーズ量などの必要な項目について審議を行

い、その結果を計画書に反映しました。 

また、本町の子育て支援等に関わるニーズの把握のため、平成30年11月に子育て中

の保護者を対象としたアンケート形式のニーズ調査を行い、調査結果から得られた子育

ての現状や今後の子育て支援に係る意向等は、新たなサービスの目標事業量等の設定や

子育て支援施策推進の検討資料として活用しました。計画書（最終案）ができた段階に

おいてパブリックコメントを行い、町民からの計画に対する意見等を精査しながら必要

に応じて計画書に反映するなど、町民意見の反映に努めました。 

７ 県や近隣市町村との連携 

子ども・子育て支援事業のニーズ量の設定や確保策の検討については、町民の必要な

ニーズ量が確保できるよう庁内の関係部署が近隣市町村間と協議・調整を進めていく上

で、必要に応じて県が広域調整を行うこととなっていることから、県と恒常的な情報交

換や必要な支援を受けるなどの連携を図りました。これにより、近隣市町村と協議・調

整を図り、子ども・子育て支援事業の提供量の確保策について相互に連携し、環境の整

備を行いました。 

子ども・子育て支援の実施にあたっては、町民が希望するサービスを利用できるよう、

地域の資源を有効に活用し、地域の実情に応じた市町村域を超えたサービスの利用や、

個々のサービスの特性に留意する必要があるため、近隣市町村や保育事業者等との連携

と協働に努めました。 
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第２章 子ども・子育て支援の現状と課題 

１ 本町における人口と子ども人口の状況 

（１）人口と子ども人口の推移 

平成22年以降の人口の推移をみると、平成23年にやや総人口は増えているものの、

平成24年以降は総人口・生産年齢人口（15～64歳）・年少人口（０～14歳）いず

れも年々減少しています。一方、老年人口（65歳以上）は増加傾向にあります。 

■ ３階級別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年３月 31 日） 

 

子ども人口は、平成22年から平成31年までに０～５歳が約４割、６～11歳は約３

割減少しています。また、総人口に対する児童の割合は、平成22年から平成31年に

かけて2.7％減となっています。 

■ 子ども人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

※児童（0～11歳）の割合は総人口に占める児童の割合 

資料：住民基本台帳（各年３月 31 日）  

307 325 310 304 277 241 218 193 195 177

372 349 
327 304 

298 
303 

285 288 271 257 

10.9 10.7 
10.3 10.0 9.8 9.5 

9.0 8.8 8.7 
8.2 

0.0

3.0

6.0

9.0

12.0

0

200

400

600

800

平成

22年

平成

23年

平成

24年

平成

25年

平成

26年

平成

27年

平成

28年

平成

29年

平成

30年

平成

31年

０～５歳 ６～11歳 児童（０～11歳）の割合

（人）

887 869 847 808 758 710 664 629 607 562

3,786 3,896 3,837 3,734 3,575 3,457 3,335 3,198 3,076 2,988

1,537 1,516 1,489 1,509 1,546 1,577 1,614 1,659 1,698 1,729 

6,210 6,281 6,173 6,051 5,879 5,744 5,613 5,486 5,381 5,279

0

2,000

4,000

6,000

8,000

平成

22年

平成

23年

平成

24年

平成

25年

平成

26年

平成

27年

平成

28年

平成

29年

平成

30年

平成

31年

０～14歳 15～64歳 65歳～

（人）

（％） 
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44 55 48 41 41 28 24 33 34 24

65 48 56 49 38 41 29 24 34 32

52 66 43 53
43

36
38 27 25 32

50 57
63

44
48

43
37 35 27 27

46
46

54
64

45
48

43
37 36 27

50
53 46 53

62
45

47
37 39

35

307
325

310 304
277

241
218

193 195
177

0

100

200

300

400

平成

22年

平成

23年

平成

24年

平成

25年

平成

26年

平成

27年

平成

28年

平成

29年

平成

30年

平成

31年

０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児

（人）

さらに就学前児童（０～５歳）の１歳階級別人口推移をみると、平成23年から平成

31年にかけて各年齢とも３～５割減少しています。 

また、０歳児は増減を繰り返しながら、平成27年以降は20～30人台と減少してい

ます。 

このように０歳児人口・生産年齢人口（15～64歳）がともに減少していることか

ら今後も児童数の減少は続くものと見込まれます。 

■ ０～５歳児の人口推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：住民基本台帳（各年３月 31 日） 

 

（２）合計特殊出生率の推移 

合計特殊出生率は、全国・県ともに平成25年以降は1.4台で推移し、横ばいの状況

です。 

■ 合計特殊出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚労省 人口動態保健所・市区町村別統計 

※平成25年以降については町の数値は公表されていません。  

1.82

1.43

1.77

1.48

1.34

1.37 1.40

1.42

1.43

1.48
1.43 1.43

1.36
1.31
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1.43

1.42

1.45

1.44 1.43 1.42

1.00

1.20

1.40

1.60

1.80

2.00
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平成20～

24年
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平成

28年

平成
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平成

30年

大間町

青森県

全国

0.00
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7 5 7

42 
51 

46 

637
574

454

0

500

1,000

0

50

100

平成17年 平成22年 平成27年

父子世帯（18歳未満）

母子世帯（18歳未満）

18歳未満の子どもがいる世帯

（総世帯）

（世帯） （世帯）

0 0 1

14 
11 

8 

246
218

154

0

100

200

300

0

10

20

30

平成17年 平成22年 平成27年

父子世帯（６歳未満）

母子世帯（６歳未満）

６歳未満の子どもがいる世帯

（総世帯）

（世帯） （世帯）

２ 子育て世帯の状況 

（１）子育て世帯の推移 

平成17年から平成27年の子育て世帯の推移をみると、一般世帯は増減があるもの

の横ばい傾向、一方、６歳未満の子どもがいる世帯、18歳未満の子どもがいる世帯は

ともに減少しています。 

■ 子育て世帯（18歳未満の子どもがいる世帯）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

また、18歳未満の子どもがいるひとり親世帯の推移をみると、父子世帯は横ばい状

況、母子世帯は増減はあるものの、やや増加傾向となっています。６歳未満の子ども

がいるひとり親世帯では、母子世帯は減少傾向にあり、父子世帯は平成27年では１世

帯のみとなっています。 

■ 18歳未満の子どもがいるひとり親世帯の推移 ■ ６歳未満の子どもがいるひとり親世帯の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査  
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（２）子育て世帯の子どもの人数と主な保育者の状況 

ニーズ調査結果から子育て世帯の子どもの人数をみると、就学前児童の世帯では「２

人」、「１人」、「３人」の順、小学生の世帯では「２人」、「３人」、「４人」の

順となり、「２人」以上の世帯の割合は、就学前児童で66.3％、小学生で84.4％と

小学生の世帯が18.1％高くなっています。 

平成25年度に実施した調査（以降「H25調査」という。）と比較すると、子どもが

「３人」以上の世帯が就学前児童で3.7％、小学生で5.3％高くなり、多子世帯が増え

ている状況がうかがえます。 

■ 子育て世帯の子ども人数 

 《Ｈ25調査（就学前児童）》 《Ｈ30調査（就学前児童）》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 《Ｈ25調査（小学生）》 《Ｈ30調査（小学生）》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ニーズ調査結果における「n=**」は回答者数を表します（以下同様）。 

資料：子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査結果 

  

１人

32.9%

２人

35.4%

３人

20.7%

４人

4.9%

５人

1.2%

６人以上

0.0% 無回答

4.9%

就学前児童

n= 82

１人

24.6%

２人

35.8%

３人

20.1%

４人

6.0%

５人

2.2%

６人以上

2.2%
無回答

9.0%

就学前児童

n=134

１人

20.0%

２人

40.0%

３人

28.2%

４人

9.4%

５人

1.2%

６人以上

0.0% 無回答

1.2%

小学生

n= 85

１人

8.6%

２人

40.3%３人

26.9%

４人

11.8%

５人

3.2%

６人以上

2.2%
無回答

7.0%

小学生

n=186
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53.7

35.4

4.9

35.4

17.1

32.9

0.0

1.2

0.0

0% 25% 50% 75% 100%

父母ともに

母親

父親

祖父母

幼稚園

保育所

認定こども園

その他

無回答

就学前児童

n= 82

52.2

39.6

3.0

46.3

11.9

53.7

0.0

4.5

1.5

0% 25% 50% 75% 100%

就学前児童

n=134

就学前児童の世帯で日常的に子育てに関わっている方（施設含む）をみると、「保

育所」（53.7％）の割合が最も高く、次いで「父母ともに」（52.2％）、「祖父母」

（46.3％）となっています。 

H25調査と比較すると、「保育所」は20.8％高くなっているものの、それ以外では

大きな変化はない状況です。 

■ 日常的に子育てに関わっている方（施設含む） 

 《Ｈ25調査》 《Ｈ30調査》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査結果 

 

主な親族等協力者が「いずれもいない」と回答した割合は、H25調査の11.0％から

今回調査は6.0％となり、5.0％低くなっています。 

■ 主な親族等協力者の状況 

 《Ｈ25調査》 《Ｈ30調査》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査結果  

41.5

48.8

2.4

4.9

11.0

4.9

0% 25% 50% 75% 100%

日常的に祖父母等の

親族にみてもらえる

緊急時もしくは用事の際には

祖父母等の親族にみてもらえる

日常的に子どもを預けられる

友人・知人がいる

緊急時もしくは用事の際には子どもを

みてもらえる友人・知人がいる

いずれもいない

無回答

就学前児童

n= 82

45.5

58.2

2.2

6.0

6.0

1.5

0% 25% 50% 75% 100%

就学前児童

n=134
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３ 保護者の就労・育児休業制度利用の状況 

（１）本町の就業率 

本町の15歳以上の就業率をみると、男女とも平成17年まで低下した後、平成22年

には上昇しています。 

また、女性の就業率は平成27年には41.6％となり、平成17年と比較すると9.7％

上昇しています。 

■ 男女別就業率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

平成17年の女性の年齢別労働力率は、20～24歳と40～44歳、平成22年は20～

24歳と45～49歳をダブルピークとするＭ字カーブを描いています。平成27年は20

～24歳、35～39歳、45～54歳で７割を超え、30～34歳から70～74歳にかけて

は平成17年・平成22年の割合より高くなっています。 

■ 女性の年齢別労働力率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

  

81.6
77.9

69.7

75.9
71.4

39.0
36.3

31.9
36.9

41.6

20%

40%

60%

80%

平成７年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

男性

女性

0%

13.2

70.7
63.1

66.9
78.0

67.5 75.0 72.9

64.9

48.8

29.4

13.0
8.0 5.0

2.7
17.5

77.3
68.0

66.1

64.1
67.3

70.2 63.0

47.8

37.8

17.4

7.8

6.7
2.3

4.0

19.2

59.0
58.4 51.3 49.1

62.8 60.4

47.5 45.0

20.9
13.7

11.3

8.4 5.3

1.5
0%

25%

50%

75%

100%

15

｜

19

歳

20

｜

24

歳

25

｜

29

歳

30

｜

34

歳

35

｜

39

歳

40

｜

44

歳

45

｜

49

歳

50

｜

54

歳

55

｜

59

歳

60

｜

64

歳

65

｜

69

歳

70

｜

74

歳

75

｜

79

歳

80

｜

84

歳

85

歳

以

上

平成27年

平成22年

平成17年
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25.6 

37.3 

2.4 

3.7 

19.5 

29.1 

0.0 

1.5 

43.9 

25.4 

3.7 

1.5 

4.9 

1.5 

0% 25% 50% 75% 100%

Ｈ25調査

n=  82

Ｈ30調査

n=134

フルタイムで就労しており、

産休・育休・介護休業中ではない

フルタイムで就労しているが、

産休・育休・介護休業中である

パート・アルバイト等で就労しており、

産休・育休・介護休業中ではない

パート・アルバイト等で就労しているが、

産休・育休・介護休業中である

以前は就労していたが、

現在は就労していない

これまで就労したことがない

無回答

29.4 

31.2 

1.2 

1.1 

32.9 

36.6 

0.0 

2.2 

25.9 

17.7 

2.4 

3.2 

8.2 

8.1 

0% 25% 50% 75% 100%

Ｈ25調査

n= 85

Ｈ30調査

n=186

フルタイムで就労しており、

産休・育休・介護休業中ではない

フルタイムで就労しているが、

産休・育休・介護休業中である

パート・アルバイト等で就労しており、

産休・育休・介護休業中ではない

パート・アルバイト等で就労しているが、

産休・育休・介護休業中である

以前は就労していたが、

現在は就労していない

これまで就労したことがない

無回答

（２）母親の就労状況 

母親の就労状況をみると、「フルタイムで就労している」「パート・アルバイト等

で就労している」を合わせた現在就労している方は、就学前児童で71.6％、小学生で

71.1％となっています。そのうち産休・育休・介護休業を取得中の方は、就学前児童

で5.2％、小学生では3.3％となっています。 

H25調査と比較すると、就労している母親の割合は、就学前児童では24.1％、小学

生では7.6％高くなっています。また、産休・育休・介護休業を取得中の母親の割合も

就学前児童では2.8％、小学生では2.1％高くなっています。 

■ 母親の就労状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査結果 

  

就学前児童 

小学生 
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母親の１週当たりの就労日数をみると、就学前児童・小学生ともに「５日」（68.8％・

65.2％）の割合が最も高くなっています。 

H25調査と比較すると、就学前児童では週に「４日」働いている母親の割合はやや

高くなっているものの、「５日」「６日以上」では低くなっています。一方、小学生

では週に「５日」働いている母親の割合は低くなっているものの、「６日以上」では

2.9％高くなっているため、土曜日の放課後児童クラブ（学童保育）の利用ニーズがう

かがえます。 

■ 母親の就労日数（１週当たり） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査結果 

  

0.0 0.0
5.1 2.6

74.4

17.9

0.01.0 2.1 2.1
7.3

68.8

16.7

2.1

0%

25%

50%

75%

100%

１日 ２日 ３日 ４日 ５日 ６日以上 無回答

Ｈ25調査

n= 39

Ｈ30調査

n= 96

就学前児童 

0.0 1.9
5.6 7.4

68.5

13.0

3.71.5 0.8
6.8 6.1

65.2

15.9

3.8

0%

25%

50%

75%

100%

１日 ２日 ３日 ４日 ５日 ６日以上 無回答

Ｈ25調査

n= 54

Ｈ30調査

n=132

小学生 
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母親の出勤時間は、就学前児童・小学生ともに「８時台」（34.4％・34.1％）の

割合が最も高く、次いで「７時台」（24.0％・24.2％）となっています。 

H25調査と比較すると、「７時台」は就学前児童で11.2％、小学生で3.8％高く、

「８時台」は就学前児童で6.6％、小学生で12.2％低くなっています。 

■ 母親の出勤時間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査結果 

  

2.6 0.0

12.8

41.0

15.4

2.6

25.6

1.0 3.1

24.0

34.4

13.5
9.4

14.6

0%

25%

50%

75%

100%

６時より前 ６時台 ７時台 ８時台 ９時台 10時以降 無回答

Ｈ25調査

n= 39

Ｈ30調査

n= 96

就学前児童 

0.0
3.7

20.4

46.3

13.0

3.7

13.0

1.5 3.0

24.2

34.1

12.1 12.1 12.9

0%

25%

50%

75%

100%

６時より前 ６時台 ７時台 ８時台 ９時台 10時以降 無回答

Ｈ25調査

n= 54

Ｈ30調査

n=132

小学生 
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母親の帰宅時間は、就学前児童・小学生ともに「16～17時台」（46.9％・37.9％）、

の割合が最も高くなっています。 

H25調査と比較すると、「16～17時台」は就学前児童では3.3％高くなっている

ものの、小学生では10.2％低くなっています。また、「18～19時台」は就学前児童

では7.9％高く、小学生はほぼ横ばいの状況です。 

■ 母親の帰宅時間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査結果 

  

10.3 10.3

43.6

7.7
2.6 0.0

25.6

5.2

13.5

46.9

15.6

1.0 3.1

14.6

0%

25%

50%

75%

100%

12時より前 12～15

時台

16～17

時台

18～19

時台

20～21

時台

22時以降 無回答

Ｈ25調査

n= 39

Ｈ30調査

n= 96

就学前児童 

9.3
14.8

48.1

13.0

1.9 0.0

13.0
6.8

23.5

37.9

13.6

3.8 1.5

12.9

0%

25%

50%

75%

100%

12時より前 12～15

時台

16～17

時台

18～19

時台

20～21

時台

22時以降 無回答

Ｈ25調査

n= 54

Ｈ30調査

n=132

小学生 
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25.6 

19.4 

15.4 

30.6 

28.2 

36.1 

30.8 

13.9 

0% 25% 50% 75% 100%

Ｈ25調査

n=39

Ｈ30調査

n=36

子育てや家事などに

専念したい

（就労の予定はない）

１年より先、一番下の

子どもが○歳に

なったころに就労したい

すぐにでも、

もしくは１年以内に

就労したい

無回答

37.5 

41.0 

16.7 

15.4 

20.8 

33.3 

25.0 

10.3 

0% 25% 50% 75% 100%

Ｈ25調査

n=24

Ｈ30調査

n=39

子育てや家事などに

専念したい

（就労の予定はない）

１年より先、一番下の

子どもが○歳に

なったころに就労したい

すぐにでも、

もしくは１年以内に

就労したい

無回答

現在就労していない母親の今後の就労希望をみると、就学前児童では「すぐにでも、

もしくは１年以内に就労したい」（36.1％）、小学生では「子育てや家事などに専念

したい（就労の予定はない）」（41.0％）の割合が最も高くなっています。 

H25調査と比較すると、「すぐにでも、もしくは１年以内に就労したい」母親の割

合は就学前児童では7.9％、小学生では12.5％高くなっています。 

■ 就労していない母親の今後の就労意向 
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就学前児童 

小学生 
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64.6 

48.5 

17.1 

29.1 

17.1 

18.7 

1.2 

3.7 

0% 25% 50% 75% 100%

Ｈ25調査

n= 82

Ｈ30調査

n=134

働いていなかった 取得した

（取得中である）

取得して

いない

無回答

3.7 

1.5 

1.2 

0.7 

82.9 

76.1 

12.2 

21.6 

0% 25% 50% 75% 100%

Ｈ25調査

n= 82

Ｈ30調査

n=134

働いていなかった 取得した

（取得中である）

取得して

いない

無回答

（３）育児休業制度利用の状況 

育児休業制度の利用状況をみると、「取得した（取得中である）」母親は29.1％、

父親は0.7％となっています。 

H25調査と比較すると、「取得した（取得中である）」母親は12.0％高く、父親は

0.5％低くなっています。 

■ 育児休業制度の利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査結果 
 
 

【資 料】 

 Ｈ25 調査 Ｈ30 調査 

母 親 父 親 母 親 父 親 

取得した（取得中である）と回答した人数 14 人 1 人 39 人 1 人 

就労者（「働いていなかった」の回答者を除
く）における育児休業取得割合 

48.3％ 1.3％ 56.5％ 0.8％ 

  

就学前児童（母親） 

就学前児童（父親） 
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0.0 

25.0 

0.0 
8.3 

41.7 

16.7 
8.3 

0.0 0.0 0.0 0.0 3.1 

18.8 

9.4 

34.4 

12.5 

0.0 

12.5 

0.0 

9.4 

0%

25%

50%

75%

100%

0か月 1～

3か月

4～

6か月

7～

9か月

10～

12か月

13～

15か月

16～

18か月

19～

30か月

31か月

以上

無回答

Ｈ25調査

n=12

Ｈ30調査

n=32

50.0 

21.9 

0.0 

37.5 

41.7 

37.5 

8.3 

3.1 

0% 25% 50% 75% 100%

Ｈ25調査

n=12

Ｈ30調査

n=32

利用する必要がなかった

（フルタイムで働きたかった、

もともと短時間勤務だった）

利用した 利用したかったが、

利用しなかった

（利用できなかった）

無回答

母親が育児休業から復帰したときの子どもの月齢をみると、「10～12か月」

（34.4％）の割合が最も高く、次いで「４～６か月」（18.8％）となっています。 

H25調査と比較すると、「19～30か月」は0.0％から12.5％に増加していること

から、長期取得が可能になってきている現状がうかがえます。 

■ 育児休業から復帰したときの子どもの月齢 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査結果 

 

職場復帰時における短時間勤務制度の利用状況をみると、「利用した」母親は37.5%

となっています。 

H25調査と比較すると、「利用した」母親の割合は0.0％から37.5%に増加してい

ることから、環境の改善がうかがえます。 

■ 職場復帰時における短時間勤務制度の利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査結果 

  

就学前児童（母親） 

就学前児童（母親） 
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33.3 

ー

66.7 

ー

ー

0.0 

0.0 

ー

ー

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

21.6

ー

76.6

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

0.0

0.9

0.9

0% 25% 50% 75% 100%

幼稚園

幼稚園の預かり保育

保育所

認定こども園

小規模保育施設

家庭的保育

事業所内保育施設

自治体の認証・認定保育施設

その他の認可外保育施設

居宅訪問型保育

ファミリー・サポート・センター

その他

無回答

Ｈ25調査

n= 42

Ｈ30調査

n=111

48.8 

19.5 

53.7 

15.9 

4.9 

3.7 

7.3 

6.1 

2.4 

0.0 

8.5 

2.4 

2.4 

34.3 

17.2 

58.2 

16.4 

3.7 

3.7 

4.5 

4.5 

0.0 

5.2 

8.2 

2.2 

4.5 

0% 25% 50% 75% 100%

Ｈ25調査

n= 82

Ｈ30調査

n=134

51.2 

82.8 

46.3 

16.4 

2.4 

0.7 

0% 25% 50% 75% 100%

Ｈ25調査

n= 82

Ｈ30調査

n=134

利用している 利用していない 無回答

４ 子育て支援事業の利用状況 

（１）定期的な教育・保育事業の利用状況 

定期的な教育・保育事業を「利用している」就学前児童は82.8％となっています。

利用している教育・保育事業は、76.6％が「保育所」となっています。 

利用を希望する定期的な教育・保育事業は、「保育所」が58.2％、「幼稚園」が34.3％

となり、また、本町で実施のない「幼稚園の預かり保育」（17.2％）、「認定こども園」

（16.4％）でも１割以上の希望があります。 

H25調査と比較すると、定期的な教育・保育事業を「利用している」就学前児童は

31.6％高くなっています。また、「幼稚園」を利用している就学前児童は11.7％低

くなっています。 

■ 定期的な教育・保育事業の利用状況 

 

 

 

 

 

 
 

資料：子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査結果 

 ■ 利用している定期的な教育・保育事業 ■ 利用を希望する定期的な教育・保育事業 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査結果  

就学前児童 
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64.3 

66.7 

4.8 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

7.1 

69.4 

72.1 

10.8 

0.9 

0.9 

0.0 

0.9 

1.8 

0% 25% 50% 75% 100%

子どもの教育や発達のため

子育てをしている方が現在就労している

子育てをしている方に就労予定がある／求職中である

子育てをしている方が家族・親族などを介護している

子育てをしている方に病気や障害がある

子育てをしている方が学生である

その他

無回答

Ｈ25調査

n= 42

Ｈ30調査

n=111

（２）定期的な教育・保育事業の利用理由と未利用理由 

平日に教育・保育事業を利用している理由は、「子育てをしている方が現在就労し

ている」（72.1％）の割合が最も高く、次いで「子どもの教育や発達のため」（69.4％）

となっています。 

H25調査と比較すると、「子育てをしている方が現在就労している」割合は、5.4％

高くなっています。 

■ 平日に教育・保育事業を利用している理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査結果 

  

就学前児童 
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39.5 

13.2 

0.0 

2.6 

7.9 

2.6 

2.6 

57.9 

13.2 

5.3 

36.4 

9.1 

0.0 

9.1 

4.5 

0.0 

0.0 

31.8 

9.1 

22.7 

0% 25% 50% 75% 100%

利用する必要がない

子どもの祖父母や親戚がみている

近所の人や父母の友人・知人がみている

利用したいが、保育・教育の事業に空きがない

利用したいが、経済的な理由で事業を利用できない

利用したいが、延長・夜間等の時間帯の条件が合わない

利用したいが、事業の質や場所など、

納得できる事業がない

子どもがまだ小さいため

（□歳くらいになったら利用しようと考えている）

その他

無回答

Ｈ25調査

n=38

Ｈ30調査

n=22

０歳

0.0%

１歳

13.6%

２歳

18.2%

３歳

54.5%

４歳

9.1%

５歳

0.0%

無回答

4.5%

就学前児童

n=22

０歳

0.0%

１歳

42.9%

２歳

14.3%

３歳

28.6%

４歳

14.3%

５歳

0.0%

無回答

0.0%

就学前児童

n= 7

利用していない理由は、「利用する必要がない」（36.4％）、「子どもがまだ小さ

いため」（31.8％）の割合が高くなっています。また、「子どもがまだ小さいため」

と回答した方のうち42.9％は、「１歳」での利用を希望しています。 

H25調査と比較すると、「子どもがまだ小さいため」と回答した方は26.1％低くな

っています。また、「利用したいが、保育・教育の事業に空きがない」では6.5％高く

なっています。 

■ 教育・保育事業を利用していない理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

■ 利用を希望する子どもの年齢 

 《Ｈ25調査》 《Ｈ30調査》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査結果  

 

就学前児童 
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５ 施策の進捗評価 

現行計画「大間町子ども・子育て支援事業計画（第１期）」は、町が設定した基本理念

の実現に向けて、７つの基本目標による施策体系が構成されているため、施策評価では基

本目標ごとに施策別の取り組み事業の進捗状況を分析し、評価結果を取りまとめました。 

7つの基本目標と23施策並びに193事業により構成された現行計画の進捗評価は、

「目標を達成」が31事業（16.1％）、「推進できた」が８事業（4.1％）、「実施中である」

が82事業（42.5％）、「実施したが見直しが必要」21事業（10.9％）、「未実施」が51

事業（26.4％）という進捗評価となりました。 

■ 第１期計画における施策の進捗評価 

施策名 事業数 
目標 
達成 

推進 
できた 

実施中
である 

見直し
が必要 

未実施 

計画全体 193 31 8 82 21 51 

基本目標Ⅰ 地域における子育ての支援 52 6 1 17 10 18 

 

(1)地域における子育て支援サービスの 
充実 

12 0 1 5 2 4 

(2)保育サービスの充実 7 4 0 0 0 3 

(3)子育て支援のネットワークづくり 2 0 0 0 2 0 

(4)児童の健全育成 30 2 0 11 6 11 

(5)その他 1 0 0 1 0 0 

基本目標Ⅱ 母性並びに乳幼児等の健康の確保
及び増進 

30 15 6 5 1 3 

 

(1)子どもや母親の健康の確保 16 10 4 1 0 1 

(2)食育等の推進 8 4 2 1 1 0 

(3)思春期の保健対策の充実 6 1 0 3 0 2 

(4)小児医療の充実 0 - - - - - 

基本目標Ⅲ 子どもの心身の健やかな成長に 
資する教育環境の整備 

46 0 0 27 8 11 

 

(1)次代の親の育成 6 0 0 3 2 1 

(2)子どもの生きる力の育成に向けた学校
の教育環境等の整備 

22 0 0 17 2 3 

 1)確かな学力の向上 5 0 0 5 0 0 

 2)豊かな心の育成 4 0 0 4 0 0 

 3)健やかな体の育成 6 0 0 4 2 0 

 4)信頼される学校づくり 4 0 0 2 0 2 

 5)幼児教育の充実 3 0 0 2 0 1 

(3)家庭や地域の教育力の向上 10 0 0 4 1 5 

 1)家庭教育の支援の充実 2 0 0 1 0 1 

 2)地域の教育力の向上 8 0 0 3 1 4 

(4)子どもを取り巻く有害環境対策の推進 8 0 0 3 3 2 
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施策名 事業数 
目標 
達成 

推進 
できた 

実施中
である 

見直し
が必要 

未実施 

基本目標Ⅳ 子育てを支援する生活環境の整備 3 0 0 3 0 0 

 
(1)安全な道路交通環境の整備 1 0 0 1 0 0 

(2)安全・安心なまちづくりの推進等 2 0 0 2 0 0 

基本目標Ⅴ 職業生活と家庭生活との両立の 
推進 

24 2 0 8 1 13 

 

(1)多様な働き方の実現及び男性を 
含めた働き方の見直し等 

10 0 0 7 0 3 

(2)仕事と子育ての両立の推進 14 2 0 1 1 10 

基本目標Ⅵ 子ども等の安全確保 10 0 0 9 0 1 

 

(1)子どもの交通安全を確保するための 
活動の推進 

3 0 0 3 0 0 

 1)交通安全教育の推進 0 0 0 0 0 0 

 
2)チャイルドシートの正しい使用の 
徹底 

3 0 0 3 0 0 

(2)子どもを犯罪等の被害から守るための
活動の推進 

6 0 0 5 0 1 

(3)被害にあった子どもの保護の推進 1 0 0 1 0 0 

基本目標Ⅶ 要保護児童への対応など 
きめ細かな取り組みの推進 

28 8 1 13 1 5 

 

(1)児童虐待防止対策の充実 5 0 0 5 0 0 

(2)母子家庭等の自立支援の推進 8 3 1 3 1 0 

(3)障害児施策の実施 15 5 0 5 0 5 
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６ 本町における子育て支援に関わる課題 

本計画の策定にあたっては、ニーズ調査と「大間町子ども・子育て支援事業計画（第

１期）」の施策進捗評価から課題を５つにしぼりあげ、これらの課題を解決するための施

策を優先的に推進することとします。 

課題１ 子育て環境や支援に対する満足度の向上 

本町の子育て環境や支援に対する就学前児童保護者の満足度をみると、「やや満足＋

満足」（9.7％）は「やや不満＋不満」（35.8％）に対し－26.1％となり、保護者から

の評価が得られていない状況です。また、小学生保護者でも、「やや満足＋満足」（5.3％）

が「やや不満＋不満」（50.5％）に対し－45.2％となり、前者と同様に保護者からの

評価が得られていない状況です。以上の結果から、子育て環境や支援に対して両保護者

からは評価されていない状況です。評価を引き上げるためには子育て中の保護者の視点

に立った施策の取り組みを行うことが必要です。 

課題２ ニーズに対応した教育・保育施設の整備 

平日の定期的な教育・保育事業を「利用している」保護者は82.8％、利用していな

い保護者は16.4％となっています。また、母親の就労割合は、「フルタイムで就労して

いる」と「パート・アルバイト等で就労している」を合わせると、就学前児童が71.6％、

小学生が71.1％となっています。平成25年度の前回調査と比較すると、就労している

母親の割合は就学前児童で24.1％と大幅に増加しており、小学生でも7.6％高くなっ

ています。幼児教育・保育の無償化の影響も考慮し、利用増加を見込んだ教育・保育事

業量の確保が必要となります。ニーズに対応した教育・保育事業になるよう、環境整備、

質の向上に努めていくことが必要です。 

課題３ 相談体制の充実 

就学前児童の保護者の９割は周囲の協力者が得られていましたが、祖父母等の親族に

みてもらえるケースでも約１～３割台の保護者は「時間的制約や精神的な負担が大きく

心配である」や「負担をかけていることが心苦しい」と回答しています。また6.0％の

保護者は日常的及び緊急時等にも親族・知人等の協力が得られない、孤立した子育て環

境にいると回答しています。 

気軽に相談できる相手を見ると、「町保健師」14.3％、「子育て支援施設（地域子育

て支援センター等）・ＮＰＯ」5.6％と、公的機関の利用率が低い状況となっており、

子育て世代包括支援センターなどでの包括的な相談体制を整備していく必要がありま

す。 
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課題4 「放課後児童クラブ」の充実 

放課後児童クラブに関する保護者の利用希望を見ると、小学校低学年の期間の利用希

望は就学前児童で29.0％、小学生で30.4％となり、小学校高学年の期間では、就学前

児童で19.4％、小学校で25.8％となり、子どもの放課後の安全な過ごし方という点で、

一定の役割を担っています。今後も子どもの成長に繋がる事業として、保護者のニーズ

を反映しながら、よりよい事業内容への改善、環境・運営の整備を図るとともに、子ど

もの居場所づくりの確保に努める必要があります。 

課題5 ワーク・ライフ・バランスの啓発 

就学前児童保護者の「育児休業給付」（61.2％）、「保険料免除」（36.6％）という

認知状況下において、お子さんが生まれた時に「働いていなかった」と回答した方を

除いた就労者のうち、育児休業を取得又は取得中の母親は56.5％、父親は0.8％の状

況です。また、平成25年度の前回調査と比較すると、母親は8.2％増加し、父親は0.5％

の微減となっています。職場復帰時に「短時間勤務制度」を利用した母親は37.5％、

父親はいませんでした。利用しなかった理由としては、「職場に取りにくい雰囲気が

あった」「仕事が忙しかった」の順にあげています。 

以上の結果から、雇用及び経済面において、安心して出産・育児ができる職場環境

の整備と公的支援制度の周知・普及を図るとともに、保護者が希望した育児休業期間

満了時から教育・保育事業を不安なく利用できる事業体制・運営となるようにさらな

る改善をしていく必要があります。母親の育児休業の取得割合は高くなっているもの

の、父親の取得割合は現状維持の状況のため、父親の育児休業取得率の向上を目指し、

育児に対する意識の改革や取得しやすい職場環境の整備、父親の育児参加の促進を進

める必要があります。 
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おおまの自然の中で 
のびのび育児による 

次代の親づくり 

第３章 計画の基本的な考え方 

１ 計画の基本理念等 

人々の価値観やそれに基づく生活様式の多様化が子育て世代においても進行している

中、住民一人ひとりにとって心の豊かさを実現できる環境づくりが望まれています。町

においても、住民の自己実現を可能とする町づくりを行っていくとともに、子育て世代

や次代を担う子どもたちにとって魅力的な町であるために、地域における子育て支援事

業の中に「大間」の有する特性を生かしていくことが求められています。 

これまで、わが町の先人によって培われてきた町づくりを、私たちの手によって花ひ

らかせ、さらに次代を担う子どもたちへと引き継ぎ、大間町ならではの自然を生かした

地域づくり、魅力づくりを推進し、子どもたちが地域の老人や大人たちに見守られなが

ら、大間の自然のなかでのびのびと成長できる地域社会を目指します。 

加えて、すべての子どもが健やかに成長できるよう、良質かつ適切な子ども・子育て

支援を提供するとともに、子育て家庭の経済的負担の軽減に配慮した施策を推進するた

めに、第１期計画の基本理念を継承します。 

 

《基本理念》 
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２ 計画の基本目標 

 

基本目標Ⅰ 地域における子育ての支援 

近年、子どもや家庭を取り巻く環境は厳しさを増しています。核家族化の進行や経済

不況下の不安定な就労状況に加え、近隣関係の希薄化など子どもをめぐる地域ネットワ

ークは弱まり、母親が育児の負担を抱えたまま子どもだけと一日を過ごす「育児の孤立

化」といった状況も指摘されています。また、兄弟姉妹の減少などによって乳幼児との

ふれあいの経験がないままに親となることなども多く、家庭や地域における子育て力の

低下には著しいものがあります。 

このため、共働き家庭をはじめ、専業主婦（夫）家庭やひとり親家庭を含めたすべて

の子育て家庭への支援を行うという観点から、地域における様々な子育て支援サービス

の充実が求められています。 

 

基本目標Ⅱ 母性並びに乳幼児等の健康の確保及び増進 

母性※1並びに乳児及び幼児等の健康の確保・増進を図る観点から、保健・医療・福祉

や教育の分野間の連携を図り、地域における母子保健施策等を充実させることが求めら

れています。 

また、計画策定にあたっては、21世紀における母子保健の国民運動計画である「健や

か親子２１」の趣旨を十分踏まえて、地域に根ざした住民活動との連携が必要です。さ

らに、子育て世代包括支援センターでの相談体制が適切に整備され、支援が必要な方に

確実に届くような体制をとっていきます。 

 

基本目標Ⅲ 子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備 

出生から青年期までの子どもの発達段階ごとにそのニーズは大きく異なるため、年齢

に応じたきめ細やかな施策の推進が求められています。 

乳幼児期は、人との基本的信頼関係を形成する大事な時期です。３歳以降は、社会性

やコミュニケーション能力の向上等に対する配慮が必要です。小学校就学後は、子ども

たちが年齢の枠を超えてたくましく成長できる良好で安全な環境の確保が必要です。思

春期以降は、次世代の親づくりの視点から教育施策と連携を図り、食育、中高生と乳幼

児のふれあいの場の提供、性に関する正しい知識の普及等に努めます。 

  

                                        
※1 母性とは、女性がもっているといわれている、母親としての性質。また、子を生み育てる母親としての

機能のことです。 
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基本目標Ⅳ 子育てを支援する生活環境の整備 

子育てしている家庭や子育てを担う世代を中心に広くゆとりのある居住空間が確保で

き、子どもを安心して育てられる環境が求められています。 

また、子どもの視点に立った安全な道路の整備、安心して親子が外出できる環境の整備、

子どもが犯罪にあわないようなまちづくりを地域で推進できるよう努めていきます。 

 

基本目標Ⅴ 職業生活と家庭生活との両立の推進 

仕事と子育ての両立は就労している保護者にとって不可欠な条件であり、その条件が

満たされてこそ社会全体も人間性に満ちた地域社会の発展につながるため、町は社会シ

ステムそのものを両立支援型に構築し直す必要があるという認識のもと、就労している

保護者が仕事と子育てを両立できるよう支援していきます。 

 

基本目標Ⅵ 子ども等の安全確保 

小学校に通う子どもたちは体力、判断力ともまだ未成熟であるため、子どもたちの危

機意識を高めるための教育と周囲の大人が責任をもって子どもたちを守ろうという姿勢

が大変重要なことです。 

町では全国各所で学校や子どもたちを被害対象とした大小様々な事件が続く現状を受

け、子どもの安全を守るのは“大人の責任”であることを再認識し、子どもの安全確保

を最重要事項として教育施設の内部に第三者の侵入を防ぐ対策を図るとともに、地域と

学校が協力しあい登下校の安全を確保していきます。 

 

基本目標Ⅶ 要保護児童への対応などきめ細かな取り組みの推進 

虐待は子どもに対する重大な権利侵害であり、その防止に向けては社会全体で取り組

むべき課題です。その取り組みの推進にあたっては常に「子どもの最善の利益」への配

慮を基本として児童虐待を予防し、発見から再発防止、さらには社会的自立に至るまで

の総合的な支援の手を親子に対して用意することが求められています。 

等しく教育や保育のサービスが受けられるよう障害児や医療的ケア児などのいる家庭

においても同様で総合的な支援策が求められています。 
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基本目標Ⅰ 

地域における 

子育ての支援 

施策 1 地域における子育て支援サービスの充実 

施策 2 保育サービスの充実 

施策 3 子育て支援のネットワークづくり 

施策 4 児童の健全育成 

施策５ その他 

基本目標Ⅱ 

母性並びに乳幼児等の

健康の確保及び増進 

施策 1 子どもや母親の健康の確保 

施策 2 食育等の推進 

施策 3 思春期保健対策の充実 

施策 4 小児医療の充実 

基本目標Ⅲ 

子どもの心身の健やか

な成長に資する 

教育環境の整備 

施策 1 次代の親の育成 

施策 2 子どもの生きる力の育成に向けた学校の 

教育環境等の整備 

施策 3 家庭や地域の教育力の向上 

施策 4 子どもを取り巻く有害環境対策の推進 

基本目標Ⅳ 

子育てを支援する 

生活環境の整備 

施策 1 安全な道路交通環境の整備 

施策 2 安全・安心なまちづくりの推進等 

基本目標Ⅴ 

職業生活と家庭生活 

との両立の推進 

施策 1 多様な働き方の実現及び男性を含めた 

働き方の見直し等 

施策 2 仕事と子育ての両立の推進 

基本目標Ⅵ 

子ども等の安全確保 

施策 1 子どもの交通安全を確保するための活動の 

推進 

施策 2 子どもを犯罪等の被害から守るための活動

の推進 

施策 3 被害にあった子どもの保護の推進 

基本目標Ⅶ 

要保護児童への対応な

どきめ細かな取り組み

の推進 

施策 1 児童虐待防止対策の充実 

施策 2 母子家庭等の自立支援の推進 

施策 3 障害児施策の実施 

３ 施策の体系図 

《基本理念》 《基本目標》 《施  策》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


